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１．はじめに 

 現在、気候的極相としての「草原」の面積は約 35 億 ha、全陸地面積の約 25％

を占めている。これに、人為的に維持されているもの、遷移の途中段階にある

ものを含めると、その面積は 40 億 ha 以上になる。さらに、放牧地として利用

されている range、高緯度地域のツンドラや高山草原などを加えると、草原は全

陸地面積の半分以上に達するという。気候的極相としての草原が主に分布する

乾燥地はまた、撹乱や気候変動に対する脆弱性の高い気候地域であると同時に、

全人口の３分の１の人々の暮らしを支える生活の場でもある。そのため、草原

生態系の保全と持続的利用は、グローバルな環境問題への対処という観点から

もきわめて重要である。 

 一方日本では、気候的極相として森林が成立するため、草原の多くは、人為

的な働きかけによって維持されてきた半自然草地である。かつては、草地農業

（放牧）が行われる山地・傾斜地のみならず、平地・台地においても役畜の飼

料や自給肥料等の供給地として広範に分布し、里山ランドスケープの主要な構

成要素の１つであった。しかし、明治・大正期には国土面積の１割以上を占め

ていた草地は戦後、資源としての価値を急速に失い、現在では３％程度にまで

減少している。その結果、草原性動植物の多くが消失の危機に瀕しており、半

自然草地の保全・再生が生物多様性保全の観点から急務の課題となっている（大

黒・武内, 2010）。 

 わが国において、草原・草地を対象とした生態学はこれまで、草地農業と密

接に結びつきながら発展し、家畜生産の向上に貢献する多くの成果をあげてき

た。最近では、グローバルな視点から草原生態系をとらえ、その生態系機能や

環境変化との関連についての研究が進められている。とくに、ミレニアム生態

系評価の実施等を通じて、生物多様性と生態系機能および生態系サービスの評

価に関する研究分野は著しい進展をみせた。さらに、砂漠化と気候変動、気候

変動と生物多様性、生物多様性と砂漠化など、地球環境問題間の相互作用につ
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いての研究も進み、草原生態系における地球環境問題への統合的対処の重要性

が認識されるに至った。本論では、グローバルな食料生産と環境保全の両面に

おいて重要な生態系である「草原」を対象に、著者らが北東アジアの草原を対

象に 20 年以上にわたって行ってきた研究実績を土台にしつつ、砂漠化・土地荒

廃、気候変動、生物多様性・生態系機能という切り口から、草原の保全と持続

的利用に向けた草原生態学の役割と課題を展望したい。 

 

２．荒廃草地の修復と草原生態学の役割 

 草原が主に分布する乾燥地は全陸地の４割を占め、その多くが放牧地として

利用されているが、近年、市場経済化の進展や畜産物に対する需要増加に伴い、

従来の放牧システムが変容し、砂漠化に代表される草原の荒廃が急速に進行し

ている（小泉ほか, 2000）。乾燥地での人間活動は、草原を主体とする生態系の

提供する各種サービス（食料・家畜飼料の供給、土壌保全、水資源の供給等）

に大きく依存している。したがって、草原の荒廃防止と持続的な生産活動を両

立させるためには、生態系サービスの安定的な供給が可能となるような、生態

系機能の修復・再生と、それらの持続的管理が不可欠であり、修復・管理技術

の開発につながる科学的知見の集積と統合が求められている。 

 乾燥地において、放牧インパクトが強まり植被が減少すると、風や雨の営力

が強化されてさらに荒廃が加速するといった正のフィードバックが生じる。イ

ネ科草原（grassland）から潅木草原（shrubland）への移行（shrub encroachment）

に代表されるような、不連続な植生退行が生じると、環境容量（牧養力）の急

激な低下と受食性（土壌侵食の受けやすさ）の著しい増大が引き起こされ、自

然の回復が困難となる。そのため、こうした場所では利用可能な状態への速や

かな植生回復をはかることが必要である。その際、単なる量的な回復だけでな

く、飼料価値の高い草地への回復や土壌保全機能の向上が達成できるような、

持続的土地利用の再構築を視野に入れた植生回復技術の開発が必要である。潅

木等のもつ促進（facilitation） 効果を利用した緑化手法はその一例である。東ア

ジアの乾燥地では個々の潅木が砂を吸着し、土壌マウンドを形成している（図

１）。このマウンドは成長に応じて土壌表面の粗度を増加させ、その結果、風速、

砂の移動速度や土壌温度を下げる働きがあることが報告されている（Li et al., 

2002）。 Yoshihara et al.（2010）は、モンゴルのステップにおいて、マメ科潅木

Caragana microphylla の促進効果が空間スケール依存であり、より広域スケール
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でその機能が高まっていることを示した。このことは、緑化植物を植栽する際

には、エコシステムエンジニア（ecosystem engineer）としての機能を最適化する

ような植栽密度と植栽面積を設定する必要があることを示している。 

 飼料価値の高い草地へ回復させるためには、家畜の嗜好性や栄養価の高い草

種の侵入・定着を誘導する必要がある。中国・内蒙古の砂質草原の事例では、

回復目標種であるイネ科多年草 Cleistogenes squarrosa が、砂丘間低地やその周辺

の潅木パッチ内に偏在していたことから、砂丘間低地を回復コアエリアとして

優先的に保護することが、植生回復促進に貢献すると考えられた（図２）。この

ことは、種分布の空間的異質性を考慮した保全区域ゾーニングが、飼料価値の

高い草地への速やかな回復に有効であることを示している（Miyasaka et al., 

2014）。 

 このように、近年の研究の進展により、荒廃草地の回復に寄与する生態系機

能に関する知見が蓄積されつつある。今後は実証的研究をさらに積み重ねて修

復・管理技術の開発につなげていく必要があろう。 

 一方、地域の土地自然条件や社会経済状況を踏まえた、最適な環境修復技術

の選択や、持続的土地利用の再構築までを視野に入れた研究はまだ少ない。と

 

   図１ マメ科潅木 Caragana microphylla が優占するステップ． 

     （モンゴル・ドンドゴビ県マンダルゴビ） 
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くに北東アジアのステップ地域においてはほとんど未着手であり、今後強化す

べき研究分野といえる。これに関連して著者らは、植生回復に関する実証研究

と生態系モデリングを統合し、さまざまな緑化や環境修復技術の適用効果を予

測・評価するためのパイロットスタディを実施した（Okuro, 2010）。まず、長期

観測プロット等における野外観測データにより、緑化や禁牧等の環境修復技術

の適用がどの程度回復を促進する効果があるのか、技術間で効果にどの程度違

いがあるのかを明らかにした。つぎに、生態系モデルと風食モデルあるいは水

分・熱・溶質移動モデルを組み合わせた統合モデルを構築した。さらに、線形

計画法による費用便益算出手法により、最大の費用対効果をもたらす砂漠化対

処技術の適用手法について検討を行い、最適な技術選択の組み合わせを予測す

る手法を開発した。本研究の成果は、生態系モデルに基づくシナリオアセスメ

ントの手法が、最適な環境修復技術の選択に関わる意思決定に際し、科学的根

拠を与える有用なツールになりうることを示している。今後、こうした応用研

究が進めば、砂漠化対処政策に貢献しうる具体的な対処手法を、政策決定者や

土地管理者に分かりやすく提示できるようになると期待される。 

 

 

   図２ 植生回復のコアエリアとして機能する砂丘間低地 

     （中国・内蒙古自治区奈曼旗） 
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３．気候変動への適応と草原生態学の役割 

 乾燥地における草原生態系の動態については近年、気候変動性や空間的不均

質性を前提とした非平衡モデルに基づく理解が進み、従来の平衡モデルとの統

合による新たな環境修復および放牧地管理戦略の必要性が指摘されている。し

かしながら、利用圧の増加とともに気候変動の影響が懸念されるなかで新たな

放牧地管理の手法が求められている放牧の現場においては、平衡－非平衡概念

を考慮した対策や土地利用が選択されているとはいえず、草原生態学の科学的

知見、環境修復に関わる技術開発、そして現場への適用の間には依然として大

きな乖離があるといわざるを得ない。そのため、気候変動性の高い環境での持

続的放牧戦略の構築につながるような実証研究が必要である。同時に、こうし

た非平衡環境での生産活動としての牧畜、とりわけ遊牧システムの持続可能性

の解明は、乾燥地の新たな持続的開発戦略（Desert Development Paradigm：

Reynolds et al., 2007）を考える上でもきわめて重要である。 

 著者らは、降水量の変動性が高い乾燥地を対象に、遊牧民の移動戦略に関し

て、理論的検証と現地聞き取り調査および禁牧柵を用いた植生調査による実証

的検証を実施した。既存研究では、牧民の資源利用を均一という単純化した想

定をして、放牧地システムの動態および土地荒廃の可能性を議論している。一

方で、先行研究により、牧民間の貧富の差は放牧形態の違いに影響することが

わかっている。そこで Okayasu et al.（2010）は、干ばつ時の移動や資源利用が

牧民の家畜頭数などの経済的状態によって異なるかを、マルチエージェントモ

デルを用いたシミュレーションにより予測した。その結果、移動コストによっ

て生き残る移動戦略が均一な場合と多様な場合が存在することがわかった。移

動コストがかからない場合は、大規模牧民のみが残ることが推測される一方で、

より現実的な想定である移動コストがかかる場合は、家畜飼養頭数の多い大規

模牧民と、飼養頭数の少ない小規模牧民の２極化が進み、両者は共存すること

がわかった（図３）。また、干ばつ年に大規模牧民は長距離移動を行い、小規模

牧民はそのまま留まる傾向が推定された。以上のことから、これまで放牧地シ

ステム動態を検証する上で均一と想定されていた遊牧民の移動戦略には、異な

る空間スケールを利用したパターンが存在していることが理論的に示された

（Okayasu et al., 2010）。 

 一方 Kakinuma et al.（2013）は、変動性が高いモンゴル南部の乾燥地を対象に、

牧民への聞き取り調査と草地資源の空間分布に関する調査を行った。その結果、
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遊牧民は上記理論モデルで予測された２タイプの牧民、すなわち「小規模・短

距離移動牧民」と「大規模・長距離移動牧民」に分けられること、同地域でキ

ーリソース（key resource、干ばつやゾドと呼ばれる雪害時に利用される重要な

資源）となる Achnatherum splendens 群落は主に前者の小規模・短距離移動牧民

によって利用されており、放牧圧の影響を他の群落に比べ強く受けていること

が明らかになった。以上から、遊牧民は貧富の差などによって異なる空間スケ

ールの移動戦略をとり、異なる草地資源を利用していることが実証的に示され

るとともに、干ばつが頻発する地域においても、キーリソース群落を中心に家

畜頭数の密度依存的な変化と植生の劣化が生じうることが明らかになった。こ

の結果は、非平衡環境においても家畜頭数の制限といった放牧圧のコントロー

ルが有効であること、小規模・短距離移動牧民のセーフティネットである key 

resource 群落を重点的に管理することで干ばつに対する脆弱性を低下させるこ

とができることなど、気候変動性の高い放牧地における管理のあり方を具体的

に提案している点で有用性が高い（Kakinuma et al., 2013）。 

 今後、気候変動に伴う降雨変動性の強化（干ばつ頻度の増加）等が草原生態

系に及ぼす影響について予測した上で、気候変動に適応した放牧地管理・放牧

戦略を再構築していくことが期待される。また、気候変動（温暖化）について

はその他にも、凍土の融解時期の変化と土壌侵食の強化、炭素循環への影響等、

多様な影響とそれらへの対策・適応について研究を進めていく必要があろう。 

 

図３ マルチエージェントモデルによるシミュレーションの結果．左：大規

模牧民のみが残るケース（移動コスト 0），右：大規模・小規模牧民が

共存するケース（移動コスト 1500）．（Okayasu et al., 2010 を改変） 
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４．予防的管理アプローチによる草地資源の持続的な利用に向けて 

 ミレニアム生態系評価における重要な成果の１つとして、生態系管理におけ

る予防的管理の重要性が指摘されており、乾燥地の砂漠化対処シナリオにおい

てもその点が強調されている（MA, 2005a; 2005b）。今後、草原生態学の成果を

持続的な資源利用や環境修復等の実践的課題に反映させていくためには、予防

的管理につながるような生態系機能の解明や、モニタリング・評価のための基

準・指標の抽出が求められよう。なかでも、土地の脆弱性に注目した長期的な

リスク管理につながる砂漠化早期警戒システム（early warning system: EWS）の

確立は、砂漠化対処において最も有効な予防的アプローチとされ、砂漠化対処

条約・科学技術委員会においてもしばしばその重要性が指摘されてきた。 

 これに関連して、土地の脆弱性評価に基づく砂漠化の EWS 構築に関するパイ

ロットスタディが実施された（Takeuchi and Okayasu, 2005）。このプロジェクト

では、統合モデルをプラットフォームとして、広域スケールと局地スケールに

またがる砂漠化の基準・指標、砂漠化モニタリング・アセスメント、砂漠化 EWS

と、これまで個別に議論されてきた課題の統合化を目指した（武内, 2006）。ま

ず、砂漠化の基準・指標の策定においては、フィールド調査に基づく生態学的

閾値の解明（Sasaki et al., 2008）を通じて土地脆弱性の評価を行うとともに、広

域観測が可能な指標と関連づけたモデリングを行い、広域スケールでのモニタ

リング・評価との統合化を行った。つぎに、土地脆弱性、砂漠化程度、対策手

法の対費用効果等に関わるコンポーネントモデルを作成した上で、PSR

（pressure-state-response）フレームワークに基づいてそれらを結びつけることで

統合モデルを構築した。そして、この統合モデルによりトレンド解析とシナリ

オアセスメントを行った。トレンド解析では、過去数十年にわたるシミュレー

ションを行い、砂漠化の長期トレンドを把握した。また、シナリオアセスメン

トでは、まず人為圧力が生態系に及ぼす影響を評価する生態系プロセスモデル

を構築し、つぎに各砂漠化対処技術の費用と生態系に与える影響を定量化し、

最後に数理計画モデルを用いて、各砂漠化対処技術を組み合わせ最適な砂漠化

対処の方策を、費用対効果を含め提案した。本パイロットスタディで提案され

た砂漠化 EWS は、乾燥地生態系の持続性に直接寄与する土地管理施策に具体的

な方法と経済性を伴って貢献しうることを示している。草地管理や砂漠化対処

においても、今後は災害対応型から危機管理型アプローチへの戦略転換を一層

進めていく必要がある。 
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５．おわりに 

 草原・草地における生物多様性と生態系機能に関する研究は近年急速に進展

し、多くのことが明らかになっている。しかしながら、こうした科学的知見と、

修復・管理技術の開発や土地管理施策等の間にはまだ乖離があり、必ずしも有

機的に結びついているとはいえない。今後、生態学的知見に基づく技術・施策

の社会実装を目指すためには、草原生態系や乾燥地生態系における自然システ

ムのみならず、社会・経済システムとの相互作用系という観点からその動態を

捉える視点がより強く求められよう。 

 荒廃地の修復、気候変動に対する適応に加え、人口減少や産業構造の変化に

伴う草地利用の再編なども重要な課題である。たとえば、日本における草原・

草地は、利用形態の変化や経済価値の消失により減少の一途をたどっており、

かつての状態に復元・再生することは困難であるが、一方で、重要な生態系サ

ービスや生態系機能がまだ残されている。循環型社会・低炭素社会・自然共生

社会の実現が求められている現在、あらたなニーズに対応した生態系サービス

を社会的な価値として草原に見出し、それらを持続的に享受できるような社会

システムの構築が必要である。これは乾燥地においても同様であり、「持続可能

な草地資源の利用」のあるべき姿を社会で共有する必要がある。 

 草原生態系の解明に関わる研究が以上のような応用的視野をもって進められ、

国際的に先導性の高い成果が日本・アジアから発信されることを期待したい。 
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